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１. はじめに








事業や関係会社に配分して国策を遂行したが, 株式市場における売り圧力を受け (齊藤 [    ]),
ある程度の利益を計上する必要性があったことが明らかにされている (谷ヶ城 [    ])｡ また,
柴田 [    ] は植民地における国策会社の事業持株会社形態に着目し, 台拓については以下の
点を指摘している｡ 台拓は日中戦争期に多くの関係会社を設立したものの大規模な関係会社は
無く, 太平洋戦争期になって直営事業の分社化によって持株会社機能を強化した｡ 柴田 [    ]
のいう持株会社機能の強化とは, 連結総資産推計に基づいた総資産連単倍率の上昇を指してお














国策を遂行する場合, 収支は本社勘定で処理される｡ その一方で, 関係会社が国策を遂行する
場合, 収支は関係会社の勘定で処理され, 利益が出れば配当金が台拓本社に還流する｡ 本稿で
は, 台拓の直営事業として始まり, 後に分社化されたブタノール製造事業・海南島事業や, 台
拓が単独出資した関係会社が主体となった仏領インドシナ (以下, 仏印) 事業を取り上げる｡
いずれの事例も, 本社勘定の収益性にどのような影響を与えたのかが主要な論点になろう｡
１. 増資前 (1936‒41年度) における重点事業
台拓の事業に関しては,     年 月に公布された台湾拓殖株式会社法施行令 (勅令) 第 条に
おいて以下８項目が規定されている｡ すなわち, ｢１. 拓殖ノ為必要ナル農業, 林業, 水産業
及水利事業｣, ｢２. 拓殖ノ為必要ナル土地 (土地ニ関スル権利ヲ含ム) ノ取得, 経営及処分｣,
｢３. 委託ニ依ル土地ノ経営及管理｣, ｢４. 拓殖ノ為必要ナル移民事業｣, ｢５. 農業者, 漁業
者若ハ移民ニ対シ拓殖上必要アル物品ノ供給又ハ其ノ生産品ノ取得, 加工若ハ販売｣, ｢６. 拓
殖ノ為必要ナル資金ノ供給｣, ｢７. 前各号ノ事業ニ附帯スル事業｣, ｢８. 前各号ノ外拓殖ノ為
必要ナル事業｣ が, 台拓が営む事業と定められた｡ １号から５号については台拓の直営事業と
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２) ｢……原野の開墾, 海埔地の干拓, 有用植物の植培, 移民事業等当社の主要事業とせられて居る事
業は, 企業的に見れば短期間に莫大の利益を収め得る事業ではなく, 数年数十年後の収益を見越して,
一般営利会社の為し得ず, しかも国家的に重要性を有する事業として経営しつつある……,｣ (台湾拓
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(出所) ｢台湾拓殖株式会社収支予算書参考書｣, 株式係 『会社設立関係書類 昭和十一年』 台湾拓殖株式会社 案   
(注) 原資料では第 年度の民間株主配当は   千円であったが,    千円に修正｡
企業による経営が不適切と判断される事業の経営や, 民間企業が営む国家的重要事業に対して
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３) ｢重要事業にして一般民間経営に依るを不利益又は不適当とするものは当社に於て之を経営し, 然
らざるものは一般民間の経営に対して資金の供給其他必要なる援助を行つて居る｡｣ (台湾拓殖株式会















































































































計                                     
合 計                                             
その他     
総益金     
(出所) ｢既投資額島内島外並地方別調｣, 主計課 『自昭和十六年六月至昭和十七年十二月 会計検査関係』 台湾拓殖株式会社 案    より




(注４) 投資額合計    万６千円に, 払込未資本金   万円, 預ヶ金   万５千円, 所有物及什器   万１千円, 貯蔵品９万８千円, 営業








給ヲ目的トスル株式会社｣ と定められている｡ よって, まず, ｢拓殖事業ノ経営｣ に相当する
事業から確認していこう５)｡ 島内の土地への投資額は,     年度末の時点で約    万円にた
っしているが, これには創立時の台湾総督府からの現物出資    万円が含まれている｡ よっ
て, 台湾総督府からの現物出資以降は, 重点的な投資が行われたとはいえない｡ また, その他
の ｢拓殖事業ノ経営｣ に相当する事業は, 干拓・開墾・移民・栽培・芭蕉繊維事業などがある
が６), これらの事業へも多額の投資が行われたとはいい難い｡ その一方で, 島内の特種事業の
うち, 嘉義化学工場への投資は多額にのぼっており,     年度末の時点で約   万円となって






酵装置を知り, 二人の間で同技術を台拓で事業化しようという話が進展した (三日月 [    ]    ‒  )｡ これを実現するには, 課長・部長・副社長と段階を経て社長決裁に至る必要があ
った (三日月 [    ]    )｡ しかし, 台拓の設立委員会で承認された事業目論見書に含まれ
ていない事業計画について, 台拓役員の承認を得ることは容易ではなかった (三日月 [    ]   )｡ 実際にブタノール工場建設計画については,     年 月までに拓殖課長の承認を得て稟
議書は拓務部長に提出されていたが, 同年 月に入っても拓務部長の承認は得られていなかっ





４) 日中戦争期における台拓の資金運用については, 特に記さない限り, 湊 [    ]｡
５) 台拓が展開した各事業の内容については, 特に記さない限り, 台湾拓殖株式会社調査課編 『事業要
覧』     年  月,     ‒  を参照｡
６) 台湾東部における台拓による開墾・移民・栽培事業については林 [    ] を参照｡
長・財務局長と台拓社長との会談で決定され７), 台湾総督府内務局・殖産局, 中央研究所, 台
北帝国大学の勅任級技術者・教授を集めて, 月一回開催されるようになった (三日月 [    ]   )｡ 第１回台拓技術懇談会は    年６月に開催され, 台拓側からは社長, 副社長, 総務・
拓務・業務の３部長, 秘書・拓殖・土地の３課長が出席し, 台湾総督府側は財務・殖産の２局
長, 中央研究所の所長・各部長, 台北帝国大学勅任級教授などが出席した (三日月 [    ]     )｡ 第１回懇談会では, 中央研究所の加福均三所長が芭蕉繊維事業を提案し, 台北帝国大学
の山根甚信教授は畜産加工事業を提案し, 中央研究所の中沢亮治工業部長がブタノール醗酵事
業を提案した (三日月 [    ]     ‒  )｡
この第１回台拓技術懇談会の 週間後, ブタノール工場建設計画について拓務・総務両部長,
副社長, 社長の決裁が下り, 年産   トン規模の工場建設が決定した (三日月 [    ]    )｡
この時点では, ブタノールは塗料であるラッカーの溶剤としての用途が見込まれていた｡ 三日
月の回想によれば,     年７月にブタノール試作品を徳山海軍燃料廠に提出し, その純度が   ％以上であることが確認されると, ブタノール変性イソオクタン製造技術開発に成功して
いた同廠は直ちに台拓に対して年産 万トン規模の工場建設を要求したという (三日月 [    ]     ‒   )８)｡
島外事業では日中戦争勃発以後の日本軍占領地における軍に協力する事業が主となっていて,    年度末の時点で海南島事業に約   万円もの資金が投入されている｡     年２月に日本軍




らに, 技師を派遣して畜産事業をおこない, 台湾総督府からの指令で製氷事業を展開し, 海口
に製氷工場を建設して軍・官・病院などへ出来るだけ低廉な価格で氷を供給した｡ さらに海口
市の西方に秀英苗圃 (  町歩) を設け,     年４月より苧麻・黄麻・亜麻・サイザルヘンプ・
キャッサバ・デリスなどを栽培し, 瓊山では蔬菜園を経営して, 台湾から輸入した里芋や菜豆
を栽培した｡
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７) 台湾拓殖株式会社法の第  条で, 政府による業務監督権が定められており, 台湾総督府の殖産局長
と財務局長が台拓監理官となった｡
８) ブタノールの製造および海軍への納入については,  填正 [     ] [     ] を参照｡
９) 台拓の海南島事業については, 鍾淑敏 [    ] を参照｡
ようになる｡ 同年９月に, 不急不要産業への資金流入を制限する一方で, 軍需産業への設備資
金を潤沢に供給することを狙いとして, 日本内地で臨時資金調整法が公布された｡ 同年  月に
同法は勅令により台湾にも施行されたが, 設立法規に政府からの規制が定められていた台拓に
は, 資金供給の自治的調整が認められていた  )｡ 台拓は資本市場から調達した資金を, 貸付け
・株式引受けによって他企業に選別的に供給することを通じて, 政策金融機関としても機能し




台湾総督府も大日本塩業会社 (以下, 日塩) ・台湾製塩会社との共同出資による新会社設立を
台拓に要求した (三日月 [    ]      ‒   )｡ これを受けて, 日塩  ％, 台湾製塩会社  ％,
台拓  ％の出資比率で    年６月に資本金    万円の南日本塩業会社が設立された  )｡ 以後
の台湾における工業塩事業は基本的には南日本塩業会社が中心となって取り組むことになった｡
また, 同社の副産物である苦汁を利用して, 苛性ソーダ・マグネシウム製造を目的に, 日本曹
達会社・日塩・台拓の共同出資で南日本化学工業会社が    年  月に設立された｡ 同社に対す
る出資比率は, 日本曹達会社  ％, 日塩  ％, 台拓  ％であり,     年度末で台拓の払込額は   万５千円となっている｡ これら両社への株式払込金については, 台湾銀行からの借入金が




て資本金   万円の台湾棉花会社を設立し, 台拓は  万円を払い込んだ｡ 同社は栽培奨励, 実
棉買付け, 繰綿販売などをおこなうこととなった｡ 台湾総督府の増産計画によって生産される
棉花は全て台湾棉花会社が買入れ, 同社嘉義工場・台東工場において繰綿とされることとなっ




ものは, 自治調整を為すことを認められて居る｡｣ (｢臨時資金調整法に就て｣ 台北商工会議所編纂
『時局台湾経済法令集 第二輯』     年  月,    １‒５)｡  ) 湊 [    ] では台拓による南日本塩業会社の株式引受けを, 日曹コンツェルンへの株式投資と記し
たが, 同社は日曹系企業ではなく, 日塩の傘下にある｡ ここに誤りを訂正する｡  ) ｢臨時資金調整法に就て｣ 台北商工会議所編纂 『時局台湾経済法令集 第二輯』     年  月,     
‒  )｡
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表３ 貸借対照表と損益計算書の推移 (千円)
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損益計算書の推移     年４月
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万円がそれである｡ このほかにも, 仏印で事業を展開するクローム鉱業会社への株式払込金   万円が, 同社の本社を台北においたために島内株式投資に分類されている｡ 仏印事業につ
いては株式投資という形で多くの資金が投入されたのだった｡ 仏印に進出した台拓は, 鉄鉱石
・マンガン鉱・燐灰石・クローム鉱といった鉱物を採掘・購入して日本へ輸入する際, 採鉱・
買鉱業務は関係会社が担い, 輸入業務は台拓本社が担う体制を構築した (安達 [    ])｡













を招き, 総損金の増加傾向を招いていた｡ また, 民間株式への６％配当の維持によって株式払
込徴収が可能になっていたが, 利益金処分における配当金の増加も必至であった｡
重点事業であった海南島事業の収支は, 貸借対照表上の借方にある ｢南支事業｣ を構成する





















のであり (谷ヶ城 [    ]),     年度と    年度の土地投資益も同様に評価益を捻出した可能
性が高い  )｡








































































計              計             
合計 (投資益及事業益)              
(出所) ｢損益勘定計表｣ 『昭和十四年度 総勘定計表綴』 台湾拓殖株式会社 案   , ｢昭和十五年度 損益勘定内訳表｣






  )     年１月の台拓事業概況説明会において台拓の日下理事は ｢十四, 十五, 十六年度ニ地目変換ニ
依リ土地価格更生増一, 四〇〇, 〇〇〇円程出シ居レリ｣ と説明している (｢台拓事業概況説明会｣    年１月, 『台拓事業説明会記録』 台湾拓殖株式会社 案    )｡
事業益で安定的に収入を得ているのは ｢鉱石輸入事業｣ であり, これは仏印からの鉱石輸入
に関連する利益であった｡ 仏印から台拓が輸入する鉄鉱石・マンガン鉱の売上収入から支出を
差し引いた利益が計上されていた｡ しかし, これは関係会社である印度支那産業会社による台
拓本社への原価割れ販売が前提にあった (湊 [    ])｡ こうした方法は台拓本社から印度支那
産業会社への貸付残高を増加させ, 貸借対照表の借方にある ｢関係会社勘定｣ を構成する ｢印
度支那産業会社勘定｣ の増加を招いていた｡ その対策として, 印度支那産業会社が子会社 (台
拓の孫会社) を設立して鉱業権を取得した際に, 印度支那産業会社の台拓に対する債務を削減
する方策が採られている｡ すなわち,     年５月に印度支那産業会社は所有する印度支那鉱業
会社の株式    株 (  万ピアストル＝  万円払込済) を台拓に  万 千円で売却し, 台拓から
の借入金  万円および利息３万６千円と相殺している  )｡ こうして台拓は, 株式払込金  万円





過程で, 台拓は印度支那鉱業会社へ鉱区購入費用  万ピアストル (  万円) を支払い, また印









目は, 先ほど述べたように, 本社の資金逼迫時には関係会社との間で資産を売買し, その売買
益を本社に計上し得た点である｡
表４の ｢鉱石輸入事業｣ の利益は逓減していたが, 多くの資金が投入されていた嘉義化学工
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しかしながら, 総じて表４に示されるような ｢投資益及事業益｣ では, 総損金および配当金
の増加傾向に対応することは困難であった｡     年度の高い事業益は, 広東事業によるもので
あり, その年度限りの利益計上であったと思われる｡ ｢投資益及事業益｣ を増加させるための
財務構造改革は必至であったのであり, この問題は台拓が    年  月に倍額増資する際に, 台
湾総督府営林所に属する斫伐事業の現物出資によって解決が図られる (湊 [    ])｡ 表３で増
資後の台拓の貸借対照表および損益計算書の推移を確認すると, 貸借対照表の借方において
｢林業｣ が登場し, 損益計算書においては ｢投資益及事業益｣ が急増しているが, これについ
ては後述する｡
３. 増資後 (1942～44年度) における事業の分社化
増資後における事業の資金配分の推移を検討しよう  )｡     年度から    年度の資金収支表
の収入においては, 借入金と社債発行が巨額にたっし, 支出においては借入金返済と事業費が







大日本麦酒会社出資   万円) で設立された｡ 台拓現物出資の内訳は, 試験工場設備   万９千
円, 第一期拡張計画設備   万円, 第二期拡張計画   万６千円, 副産物利用設備   万８千円,
原料  万９千円であった  )｡ これにともない, 表５にある島内の特種事業が大きく減額されて
いる｡ 台拓の役員の間では,     年４月には同事業を分社化する計画を有していたようであ
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  ) この経緯については, 三日月 [    ]     ‒  ,     ‒  ,     ‒  ,      ‒   ,      ‒   を
参照｡  ) ｢台拓化学工業株式会社設立認可申請書｣, 『会社設立関係書類』 台湾拓殖株式会社 案    ｡  ) 太平洋戦争期における台拓の資金運用については, 特に記さない限り, 湊 [    ]｡  ) 台拓の南方事業については, 柴田 [    ] を参照｡  ) ｢台湾拓殖株式会社現物出資御調書｣, 『会社設立関係書類』 台湾拓殖株式会社 案    ｡
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表５ 1942～1944年度の事業費決算内訳 (千円)
地 区 事 業     年度     年度     年度 ３年度合計


















































































島内小計                       
合 計                        
(出所)     年度は ｢昭和十七年度事業予算決算比較表｣ 『自昭和十八年八月至昭和十九年七月 予算関係書類』 台湾拓殖株式会社 案    ,     年度は加藤恭平台拓社長より安藤紀三郎内相宛 ｢第五回社債発行認可申請ノ件｣     年４月８日, 添付書類ノ二,
主計課 『自昭和十八年十一月至仝十九年四月 社債関係書類 (二ノ二)』 台湾拓殖株式会社 案    ,     年度は河田烈台拓社
長より山崎巌内相宛 ｢第十回社債元利支払保証申請ノ件｣     年 月  日, 添付書類ノ三, 台湾拓殖株式会社 案    より作
成｡
(注１) △印はマイナス｡ 空欄は   円未満｡
(注２) 本表は資金収支表上の支出に計上される事業費の決算内訳｡ なお, 資金収支表の収入は, ｢前年度繰越金, 株金, 社債発行,
借入金, 土地収入, 事業収入, 国庫補助金, 預ケ金利息, 其ノ他｣ で構成され, 支出は ｢事業費, 社債償還, 借入金返済, 支









が続いていた (谷ヶ城 [    ])｡     年１月に台湾総督府商政課長の依頼により, 台拓事業概
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  )     年３月に台拓は嘉義化学工場拡張資金を    万円と予想してシンジケート銀行団もしくは台
湾銀行からの借入を計画し (在京副社長より総務部長宛 ｢事業資金借入申請ニ関スル件｣     年３月  日, 主計課 『昭和十五年度 借入金関係書類 二冊ノ内第一号』 台湾拓殖株式会社 案   ), ４月に
台拓社長は台湾銀行副頭取に ｢吾社トシテハ本事業ヲ将来独立会社ニ建直シ株式払込金又ハ其ノ社ノ
借入金ヲ以テ返済｣ する計画であることを述べている (社長より在京副社長宛 ｢嘉義化学工場建設資
金借入ノ件｣     年４月５日, 台湾拓殖株式会社 案   )｡  )     年４月に大西理事は日本興業銀行に対して社債前借金   万円に関する説明を行っているが,
その中で ｢島内事業ハメタノール, ブタノール工場関係ニ多クノ資金ヲ要ス, 但シ此ノ方面ノ資金ハ
将来益々需要増大トナルニ付吾社ノ現状カラシテコレヲ何日迄モ社債資金ニ依ルコトヲ許サズ, 近々
別個ノ会社組織トシテ資金ノ円滑ヲ計ルコトニナルベシ｣ と述べている (在京大西理事より副社長宛
｢シ団借入金ノ件｣     年４月１日, 『昭和十六年十二月 借入金関係書類 二冊ノ一』 台湾拓殖株式
会社 案    )｡ なお, 台拓と日本興業銀行との社債発行交渉については齊藤［    ］を参照｡  ) ｢海南島別会社案ニ関スル大西理事説明要旨｣     年１月, 台湾拓殖株式会社 案    ｡  ) 説明会で大西理事は ｢(現地) 会社ニスレバ海南島特務部モ面倒ヲ見テ呉レルダロウ｣ とも発言し
ており, 以後の海南島での資金需要は強制融資制度に依存し得るとの判断で分社化が行なわれた可能
性もあるが, 分社化後の状況を分析し得る資料を入手できていない｡  ) 台湾拓殖株式会社社長加藤恭平より内務大臣安藤紀三郎宛 ｢海外事業認可申請ノ件｣     年２月  
藤社長は内務大臣に新会社を ｢昭和十九年四月一日迄ニ創立致度｣ と伝えており,     年度決
算での処理を望んでいたようである｡     年３月に ｢台拓海南産業株式会社経営方針打合会｣
が開催されており, その開会の冒頭で加藤社長は ｢昨年ノ春｣ に海南島へ赴いた際に ｢新会社
設立ヲ思イ立ツタ｣ と述べている  )｡ その理由として, ( ) ｢事業其ノモノガ如何ナルモノカ
又如何ニナリ行クモノカ等ノ将来ニ対スル見透ニ就テハ誰モ考ヘテ居ナイ｣ こと, ( ) ｢支店
長ト事業所トノ間ニ指揮命令ガ実質的ニ行ハレテヰナイ｣ こと, ( ) ｢横ノ連絡モ縦ノ連絡モ
無ク上下ノ関係同僚トノ融和モ良クナイ｣ ことがあげられている｡    年４月, 現金出資 (   万円) および現物出資 (   万円) により資本金    万円の台
拓海南産業が設立された｡ 現物出資の内訳の上位は, 農林事業   万３千円, 自動車事業   万















日, 台湾拓殖株式会社社長加藤恭平より台湾総督長谷川清宛 ｢海外事業認可申請ノ件｣     年２月  
日, 『昭和十九年 報告事項写』 台湾拓殖株式会社 案    ｡  ) ｢台拓海南産業株式会社経営方針打合会ノ件｣, 台湾拓殖株式会社 案    ｡  ) ｢台拓海南産業株式会社定款｣, 『台湾理化興業 台拓海南産業 新高都市開発 台拓化学工業 新高林





















































































































































計               
合計 (投資益及事業益)               
計               
(出所) ｢昭和十七年度決算書｣ 『役員会決議事項』 台湾拓殖株式会社 案    , ｢昭和十八年度決算書｣ 経理課 『昭和

















ここでは,     年度にブタノール製造事業 (嘉義化学工場) が分社化され,     年度に海南
島事業が分社化された経緯を検討してきた｡ 事業を分社化した場合, その収支は本社の勘定で
はなく関係会社においてなされ, 利益が生じている場合は, 本社の損益計算書にある ｢投資及



































本稿は科学研究費助成事業 (基盤研究 ( ), 課題番号        ) の成果の一部である｡
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